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特 集  自然災害対策の動向

危機管理対応情報共有技術による減災対策

山梨大学　鈴　　木　　猛　　康＊　

1.  は じ め に

　「危機管理対応情報共有技術による減災対策」と

いう本稿のタイトルは，筆者が研究推進リーダとし

て平成16年度から３ヵ年に亘って実施した科学技術

振興調整費・重要課題解決型研究の研究課題名であ

る1）。中央防災会議に設置された防災情報の共有化

に関する専門調査会において，平成15年にまとめら

れた基本方針2）　に沿って，内閣府は中央省庁間の情

報共有プラットフォームの構築に向けた検討を開始

した。一方，我々は内閣府と連携を図りながら，中

央省庁から都道府県，市町村に至る減災情報共有プ

ラットフォームを構築し，ICTを活用した災害対応

支援により，わが国の減災力向上を図ることを目指

して研究を行った。現在，内閣府は中央省庁間の防

災情報共有プラットフォームを構築し，順次運用を

開始している段階であり3），我々の研究成果は総務

省の外郭団体である（財）全国地域情報化推進協会の

まとめた地域情報化プラットフォームの仕様書とし

て反映されており4），また実証実験のフィールドと

なった地方自治体で一部の減災アプリケーションが

継続使用されている5）。近年，県や市町村で防災情

報システムが導入される等，ICTを用いた防災情報

の共有化は確実に前進している。しかしながら，わ

が国で毎年のように発生する被害地震，豪雨水害等

の自然災害において，ほとんどの場合 ICTを適用

した効果的な災害対応支援が行われておらず，自ら

の力不足を痛感させられるところである。

　本稿では，まず減災情報共有プラットフォームの

概要を説明する。次に，本誌の読者にもっとも関心

が高いと思われる電力を含むライフライン事業者を

対象として，前記研究プロジェクトならびにその後

の研究でまとめた情報共有の現状と望まれる情報共

有について論述する。また，前記研究プロジェクト

の総仕上げとして実施した実証実験の説明をしなが

ら，我々の目指す ICTを用いた災害時情報共有の

全体像を説明する。

2.  減災情報共有プラットフォーム

　本研究では，減災情報共有プラットフォームを，

行政機関や公共機関の災害対応，減災のための情報

システムの連携を図るための枠組みと定義した1）。

この枠組みはさらに，プラットフォームで利用され

る「情報システムとしての枠組み」と，プラットフ

ォームで流通する「情報コンテンツとしての枠組み」

に分類される。プラットフォームとして一般的に用

いられている情報システムの基盤や枠組みだけでな

く，有益な情報コンテンツが流通するための枠組み

も含めて，プラットフォームと定義したのが，減災

情報共有プラットフォームの特徴と言える。すなわ

ち，減災に資する情報が，様々な災害対応の場面に

おいて，目的に応じた内容と精度で共有されること

を保障するためには，まず必要とされる情報コンテ

ンツが流通することが重要である。そのため，情報

共有プラットフォームの前に「減災」をつけること

とした。図１に減災情報共有プラットフォームの概

念図を示す。

　多くの異なる情報システムを連携される枠組みと

しては，システム同士の通信の約束事であるプロト

コルを規定するとともに，このプロトコルに準拠し

た共有データベース（サーバ）を構築し，情報の検

索，取得，登録等の処理を可能にする必要がある。

このような共有データベースを設置することにより，

標準プロトコル（減災情報共有プロトコル，MISP）

による情報システム間のデータ連携を可能とした。

異なる機関の異なるシステム同士であっても，情報

共有システムとしての約束事（プロトコル，オント

ロジー）と道具立て（データベース，ライブラリー

群）を準備することで，プラットフォームに参画で＊すずき　たけやす　大学院医学工学総合研究部　教授
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きる条件を整えることが，前述の情報システムとし

ての枠組みである。このような枠組みの利点は，各

種情報システムを再構築する必要がなく，既存のシ

ステムを速やかに連携させることが可能となるとこ

ろにある。そのため，MISPは各種 XMLの世界標

準で構成することとした。図２に減災情報プロトコ

ルを用いた情報共有を模式的に示した。

3.  ライフライン事業者の情報共有

　減災情報共有プラットフォームで共有されるべき

情報コンテンツの整理は，災害対応の最前線である

地方自治体を対象として実災害対応の実態調査に基

づいて実施した6）。地方自治体にとって不可欠であ

るライフライン情報は，地方自治体の調査とは別途，

東京電力，東京ガス，NTT東日本に道路管理者，

交通管理者である国土交通省と警察庁を加え，さら

に内閣府を含めた検討会を構成し，意見交換を行う

ことによって整理した。その結果，各ライフライン

事業者が災害時に把握している情報と，災害時に必

要とする情報を，表にまとめることができた6）。し

かし，地方自治体，とくに近年の大きな災害を受け

た地方の自治体を対象とした調査では，鉄道情報は

電力，ガス，通信の情報

に比べて需要が少ないた

め，この研究会には鉄道

事業者は参加しておらず，

したがって道路情報とと

もに交通情報として住民

の生活に不可欠な鉄道情

報の調査を行っていなか

った。 そこで，鉄道事業

者が災害時に把握してい

る情報と災害時に必要と

する情報を，JR東日本

の協力を得てアンケート

によって調査し，整理することによって，表１を完

成させた。なお，対象とする時間フェーズとして

は，一般的に情報の共有が困難である災害発生直後

から数日間とした。

　共有を必要とする情報項目としては，ライフライ

ンの供給停止情報，幹線道路の被害情報，火災情報，

ガス漏洩情報，避難所情報，二次災害の予測情報，

立入禁止区域等の情報，航空写真・衛星画像，病院

受け入れ情報などが挙げられた。この中でとくに道

路情報については，災害直後において復旧活動のた

めの幹線道路の情報をどの機関も必要としているこ

と，現状では道路の管理者が多階層構造となってお

り道路情報の収集に手間がかかること，一元化が困

難等，現状で共有できていない道路情報の共有化が

極めて重要である。病院の情報については，電力や

通信，水道等の事業者が病院の機能維持を図るため

のエネルギー供給支援を目的としているのに対して，

鉄道事業者は病院のユーザとして負傷者を搬送する

ための受け入れ体制を確認するために必要としてお

り，この点は地方自治体や消防と同様な立場にある。

　情報提供において，ライフライン事業者は，信頼

性の低いデータ提供やユーザの誤った理解・判断に

よる二次災害を避けることを重要

視している。したがって，不確か

な情報を不特定多数には出すこと

はできない。また，情報のユーザ

が，その情報をどういった用途に

利用するのかを，事前に把握して

おく必要があると考えている。ま

た，情報のユーザに対して，提供

する情報の確度や内容について，

事前の周知と理解を要求している。

図１　減災情報共有プラットフォームの概念図 

図２　減災情報共有プロトコルを用いた情報共有 
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表１　ライフライン事業者の情報共有項目の整理 
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　ライフライン事業者は，情報提供のリアルタイム

性（更新頻度が高い）をどのように担保するかが課

題と認識している。また，停電データに関する電力

各社の集約方法の相違がある等の現状を鑑み，電力，

ガス等個別のライフライン情報について，標準化が

不可欠であることも認識している。

　ライフライン事業者は，災害時に多くの中央省庁

や地方自治体から情報提供を求められる。この情報

提供を，プラットフォーム上で行うことは有意義と

考えている。情報の提供先を１つにできることのメ

リットは大きく，例えば，個別の地方自治体へ情報

提供を行うとなると，システム構築，維持管理の費

用負担が余りにも大きく，ライフライン事業者の積

極的な参画は期待できない。情報を提供する一方で，

ライフライン事業者としても，プラットフォーム上

の情報を入手できることにメリットを感じており，

情報のギブアンドテイクが可能なプラットフォーム

に対する期待は大きい。

4.  実 証 実 験

　減災情報共有プラットフォームのプロトタイプを

実地方自治体へ試験適用する実証実験を実施した。

実証フィールドは，新潟県見附市ならびに愛知県豊

橋市の２市とした。本稿では，そのうち見附市の実

証実験を紹介する7）。

　見附市は，平成16年に経験した新潟・福島豪雨水

害における災害対応の検証を行っており，庁内なら

びに外部機関との情報共有を一番の課題として挙げ

ていた。課題解決のために各部署が必要とする手段

やしくみは，ほとんど本研究プロジェクトの開発成

果でカバーできることをお互いに確認し，実証実験

の計画を策定した。見附市の実証実験で試験的に構

築した減災情報共有プラットフォームならびに参画

機関を図３に示す。図中の右側が見附市内に構築し

た情報共有システム環境である。見附市役所に情報

共有データベースを置き，その利活用技術として情

報表示システム，災害対応管理システム，避難誘導・

交通シミュレーション，被害情報入力・表示端末，

Webカメラ，報道機関への情報提供システムを配

置し，見附市の災害対応を総合的に管理できる情報

共有環境を構築した。一方，見附市外部の防災関係

機関との情報共有については，外部用情報共有デー

タベースを設け，これと見附市の情報共有データベ

ースとのシステム連携を可能とした。外部情報共有

データベースは新潟県に設置することを想定し，外

部防災関係機関としては，消防庁，新潟県，ライフ

ライン事業者（国土交通省北陸地方整備局長岡国道

事務所，東北電力，NTT東日本）とした。被害シ

図３　実証実験のシステム概要（新潟県見附市） 
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ナリオとして，大雨にともなって刈谷田川沿いの地

域で，内水・外水による多数の床上・床下浸水被害，

土砂崩れ，がけ崩れが発生し，一部では人的被害が

発生する被害を設定した。また，見附変電所の冠水，

今町交換所の機能不全により，見附市内で大規模な

停電，通信途絶が発生することとした。

　実証実験では，見附市職員をプレーヤーとした状

況付与型の図上訓練と，被害の進展に伴った各関係

機関の災害対応に効果的な情報提供のデモンストレ

ーションによって行い，見附市の情報は霞ヶ関の消

防庁でも共有された。

　実証実験は高い評価を受けたが，一方で，災害の

規模に反比例して対応人数が減少する中，システム

入力要員の確保，共有情報のトリアージ等，災害現

場での実運用を考えると，減災情報共有プラットフ

ォームだけでは解決できない現状の課題も挙げられ

た。

5.  ま　と　め

　ICTによる防災は着実に進展しているものの，普

及のスピードはまだまだ遅い。また，前述したシス

テム入力要員不足の問題は，地方自治体の危機管理

組織体制に起因しており，容易に解決できるもので

はない。そこで筆者は，大学の所在する山梨県をフ

ィールドとして，地域住民～市町村～県に至るユビ

キタスな減災情報システムを構築し，地域防災力向

上を行う ICT減災の実装に関する取り組みを開始

するところである。

参考文献
１） 鈴木猛康，後藤洋三：減災情報共有プラットフォームの

枠組み，第12回日本地震工学シンポジウム論文集 CD-

ROM，2006年，pp. 1015－1021．

２） 中央防災会議：防災情報の共有化に関する専門調査報告

書，2003年

３） 内閣府：平成19年度防災白書，p. 52，株式会社セルコ，

2007．

４） 全国地域情報化推進協会，地域情報プラットフォーム標

準仕様書 V. 1.0，2007．6．

５） 鈴木猛康，天見正和：災害対応管理システムを用いた地

方自治体の災害対応に関する実証的研究，安全問題研究

論文集，Vol. 2，pp. 23－28，2007．11．

６） 秦　康範，末冨岩雄，鈴木猛康，菜花健一：減災情報共

有プラットフォームによるライフライン情報の共有化に

向けた取組み，第12回日本地震工学シンポジウム論文集

CD-ROM，2006年，pp. 1342－1345．

７） 鈴木猛康，秦　康範，天見正和：災害時情報共有に関す

る実証実験の実施と評価，災害情報，No.6，2008年，pp. 

107－118．


